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■生産性向上推進体制加算の基本的考え方

生産年齢人口が減少していく一方、介護需要が増大していく中において、介護人材の確保が喫緊
の課題となっている。介護職員の処遇改善を進めることに加え、介護ロボットや ICT 等のテクノロ
ジーの導入等により、介護サービスの質を確保するとともに、職員の負担軽減に資する生産性向上
の取組（介護現場では業務改善と同義と捉えて差し支えない。）を推進することが重要である。

■生産性向上推進体制加算の算定可能なサービス種別

分 類 介護サービス種別

施設系
介護老人福祉施設
（地域密着型含）

介護老人保健施設 介護医療院

短期入所系
短期入所生活介護
（介護予防含）

短期入所療養介護
（介護予防含）

居住系
特定施設入居者生活介護

（地域密着・予防含）

認知症対応型
共同生活介護

多機能系
小規模多機能型居宅介護

（介護予防含）

看護小規模多機能型居宅
介護

（介護予防含）
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■生産性向上推進体制加算の仕組み

加算区分 単位数 主な要件

加算（Ⅰ） 100単位／月

・委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器等のテクノ
ロジーを複数導入し、生産性向上ガイドラインの内容に基づいた業務改
善を継続的に行うとともに、事業年度毎に１回、生産性向上の取組に
関する実績データにより生産性向上の取組による成果が確認された場
合であって、かつ職員間の適切な役割分担（特定の介護職員が利用
者の介助に集中して従事することのできる時間帯を設けることやいわゆる
介護助手の活用等。以下同じ。）の取組を行っている場合

◎複数介護機器導入と生産性向上の成果物の提出

加算（Ⅱ） 10単位／月

・委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り機器
等のテクノロジーを１つ以上導入し、生産性向上ガイドラインの
内容に基づいた業務改善を継続的に行うとともに、事業年度毎
に１回、生産性向上の取組に関する実績データを厚生労働省
に報告する。

◎一つの介護機器導入と生産性向上の取組み実績

加算（Ⅱ）を算定したのちに加算（Ⅰ）を算定する想定
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■介護機器について

加算（Ⅰ） 加算（Ⅱ） 備 考

見守り機器

導入必須

＜加算（Ⅰ）の場合＞

・全ての居室に設置（全ての利用者を個別に見

守ることが可能な状態をいう）。但し、利用者又は
家族等の意向に応じ、機器の使用を停止するのは
認められる。

インカム

導入必須
＜加算（Ⅰ）の場合＞

・同一の時間帯に勤務する全ての介護職員
が使用すること。

介護記録ソフト/スマホ

導入必須
＜加算（Ⅰ）・（Ⅱ）とも＞
・複数の機器の連携も含め、データの入力から記
録・保存・活用までを一体的に支援するものに限る。

どれか一つ
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■業務の効率化及びケアの質の確保並びに負担軽減について

加算（Ⅰ）を算定するに当たっては、業務内容の明確化や見直しを
行い、職員間の適切な役割分担を実施すること。

【例えば】

負荷が集中する時間帯における業務平準化 介護職員が介助に集中し従事する時間の確保

介護助手の活用 利用者の介助を伴わない業務の一部を外注
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■委員会における安全対策の検討及び取組状況の定期的な確認

前 提
管理者だけでなく、ケアを行う職員を含む幅広い職種やユニットリーダー等が参画する
ものとする。

頻 度 ３ヶ月に１回以上開催

NO 項 目 内 容

1
利用者の安全及び
ケアの質の確保

・見守り機器等から得られる情報を基に、介護職員、看護職員、その他の職種が連携し、見守り機
器等の導入後の利用者等の状態が維持されているかの確認。 
・利用者の状態変化等を踏まえ介護機器の活用方法の変更の必要性を確認し必要な対応の検討。 
・見守り機器を活用する場合、安全面から留意すべき利用者は、定時巡回の実施についても検討。
・介護機器の使用に起因する介護事故又はヒヤリ・ハット事例の状況を把握し、その原因を分析して
再発の防止策を検討すること。

2
職員の負担の軽減及び
勤務状況への配慮

介護機器等の導入後における次の①から③までの内容をデータ等で確認
・ ストレスや体調不安等、職員の心身の負担の増加の有無 
・ 職員の負担が過度に増えている時間帯の有無 
・ 休憩時間及び時間外勤務等の状況 

3 介護機器の定期的な点検
・ 日々の業務の中で、あらかじめ時間を定めて介護機器の不具合がないことを確認するなどの不具
合のチェックを行う仕組みを設けること。 
・ 使用する介護機器の開発メーカー等と連携し、定期的に点検を行うこと。 

4 職員に対する研修

・介護機器の使用方法の講習やヒヤリ・ハット事例等の周知、その事例を通じた再発防止策の実習
等を含む職員研修を定期的に行うこと。
＜加算（Ⅰ）を算定する場合、上記に加えて＞
・職員間の適切な役割分担による業務の効率化等を図るために必要な職員研修等を定期的
に実施すること。
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■生産性向上の取組に関する実績データの厚生労働省への報告

＜加算（Ⅰ）の場合＞

NO 項 目 調査票名
ひな形
書類

1
利用者の満足度等の評価 
・ＷＨＯ－５調査の実施及び生活・認知機能尺度の確認を行うこと
・５名程度の利用者を調査の対象とすること。

利用者向け調査票 有

2

総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査
・全ての介護職員を対象
・対象事業年度の10月における介護職員の１月当たりの総業務時間及び超過勤務
時間を調査する。＊

施設向け調査票 有

3 年次有給休暇の取得状況の調査
・全ての介護職員を対象

施設向け調査票 有

4

介護職員の心理的負担等の評価
・全ての介護職員を対象
※介護職員に必要な説明を行い、同意を得ることとし、当該介護職員の意向に応じ、
調査の対象としないこととするなどの運用は認められる。

介護職員向け調査票 有

5
機器の導入等による業務時間（直接介護、間接業務、休憩等）の調査
・日中の時間帯、夜間の時間帯それぞれにて、複数人の介護職員を調査の対象
・５日間の自記式又は他記式によるタイムスタディ調査を実施

介護職員向け調査票 有
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■生産性向上の取組に関する実績データの厚生労働省への報告

＜加算（Ⅱ）の場合＞

NO 項 目 調査票名
ひな形
書類

1

利用者の満足度等の評価 
・ＷＨＯ－５調査の実施及び生活・認知機能尺度の確認を行うこと
・５名程度の利用者を調査の対象とすること。介護機器の導入を行ったフロアや居室の
利用者の数が５名に満たない場合は、当該利用者全員を調査対象とすること

利用者向け調査票 有

2

総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査
・介護機器の導入を行ったフロア等に勤務する介護職員を調査の対象とする。
・対象事業年度の10月における介護職員の１月当たりの総業務時間及び超過勤務時
間を調査する。*

施設向け調査票 有

3

年次有給休暇の取得状況の調査
・介護機器の導入を行ったフロア等に勤務する介護職員を調査の対象とする。
※対象事業年度の10月を起点として直近１年間の年次有給休暇の取得日数を調査
<年次有給休暇の取得日数は調査対象者全体の平均値（少数点第１位まで）>を
報告。

施設向け調査票 有

【*補足】

・対象事業年度の10月➊における介護職員の１月当たりの総業務時間及び超過勤務時間➋を調査する。

➊本加算を算定した初年度においては、算定を開始した月とすること。
➋総業務時間及び超過勤務時間は調査対象者全体の平均値（少数点第１位まで）を報告すること。
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■【パターン別】生産性向上の取組に関する成果があることの確認

パターン１
・加算（Ⅱ）を算定する介護サービス事業所が加算の区分を変更し加算（Ⅰ）の算定を
開始しようとする場合＜区分変更＞

NO 確認項目

1 利用者の満足度等の評価 

2 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査

3 年次有給休暇の取得状況の調査

介護機器導入

導入前

調査実施
（導入前）

生産性向上の取組み（3ヶ月） 導入後

前
後
の
比
較

NO 確認項目 比較結果

1 利用者の満足度等の評価 本取組による悪化がみられないこと

2 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査 総業務時間及び当該時間内の超過勤務時間が短縮

3 年次有給休暇の取得状況の調査 維持又は増加していること

調査実施
（導入後）

補
足

NO２⇒生産性向上の取組を3ヶ月以上継続した以降の月と介護機器を導入した月の前月勤務状況比較でも可

NO３⇒加算（Ⅱ）の算定を開始した月からNO２の調査対象月までの期間を調査対象期間としてもよい。当該
介護機器を導入した月の前月を起点とする直近の調査対象期間の月数における取得日数と比較すること。
例：導入をR6年4月、取組期間R6年4月～7月の場合、当該期間はR5年12月～R6年3月となる。
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■【パターン別】生産性向上の取組に関する成果があることの確認

パターン２
・新設以前から加算（Ⅰ）の要件を満たすような生産性向上の取組を進めている介護サービ
ス事業所が最初から加算（Ⅰ）を算定しようとする場合 ＜従前からの取組事業所＞

⇒ 既に満たしているというデータ提出が必要

＜方法＞
・当該事業所において生産性向上の取組を開始した際のデータを有している場合については
当該データと現在の状況を比較する。

＜データない場合の代替え策＞
・加算（Ⅱ）の要件となる介護機器の導入前のNO1の項目に関する調査のデータがない
場合等については、当該介護機器の導入前から介護サービスを利用する利用者へのヒアリン
グ調査等を行い、その結果に基づき、委員会において当該介護機器の導入による利用者の
満足度等への影響がないことを確認することで足りるものとする。 

前
後
の
比
較

NO 確認項目 比較結果

1 利用者の満足度等の評価 本取組による悪化がみられないこと

2 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査 総業務時間及び当該時間内の超過勤務時間が短縮

3 年次有給休暇の取得状況の調査 維持又は増加していること



© 2024 ShareSupprt corporation

■【パターン別】生産性向上の取組に関する成果があることの確認

NO 確認項目

1 利用者の満足度等の評価 

2 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査

3 年次有給休暇の取得状況の調査

介護機器導入

導入前

調査実施
（導入前）

生産性向上の取組み（3ヶ月） 導入後

前
後
の
比
較

NO 確認項目 比較結果

1 利用者の満足度等の評価 本取組による悪化がみられないこと

2 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査 総業務時間及び当該時間内の超過勤務時間が短縮

3 年次有給休暇の取得状況の調査 維持又は増加していること

調査実施
（導入後）

補
足

NO２⇒生産性向上の取組を3ヶ月以上継続した以降の月と介護機器を導入した月の前月勤務状況比較でも可

NO３⇒加算（Ⅱ）の算定を開始した月からNO２の調査対象月までの期間を調査対象期間としてもよい。当該
介護機器を導入した月の前月を起点とする直近の調査対象期間の月数における取得日数と比較すること。
例：導入をR6年4月、取組期間R6年4月～7月の場合、当該期間はR5年12月～R6年3月となる。

パターン３
・パターン１及びパターン２に該当しない介護サービス事業所が、最初から加算（Ⅰ）を算定
しようとする場合＜新規加算（Ⅰ）を申請＞
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■【参考資料】

加算（Ⅱ）厚労省提出実績報告書 加算（Ⅰ）厚労省提出取組みの成果報告書
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■【参考資料】

利用者向け調査票 施設向け調査票
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■【参考資料】

介護職員向け調査票
職員向けタイムスタディ調査票
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